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読者 会員 共済 婦人 青年
0 0 0 1 0 0

香美郡 0 0 1 0 0 0
南　国 1 0 1 2 0 1
高　知 2 2 1 1 0 2
仁淀川 0 0 0 0 0 0
須　崎 1 0 0 0 0 0
中　村 0 0 0 0 0 0
計 4 2 3 4 0 3

拡　　　　　大 成果
会員

10/18
現在

成果会員：読者か会員を拡大した会員(紹介含む)

■2026年 秋の運動・仲間増やし(9/1～)

 

仲間増やしを推進しよう！ 

 
 

 

全中連の省庁交渉に参加しました 
 １０月８日に行われた全国中小業者団体連絡会の省庁交

渉。入江事務局長が国税庁交渉に参加しました。 

 

＜要請と回答の要点(抜粋)＞ 

  要請項目：ゴチック 回答：明朝   は参加者の発言 

１、税務調査に関わって 

①書面での事前通知を励行し、調査理由を明確に示すこと。

⇒調査対象者に事前通知内容が確実に伝わるよう電話で行

う。調査理由の開示は法令上、事前通知事項ではない。 

 〇電話での事前通知は、驚いたり現場で聞き取れないトラ

 ブルがある。書面や対面での対応を 

②おとり調査をやめること。⇒内観調査は必要な資料の取得、

収集として実施している。 

③支出経費について逐一説明を求め、否認するなど、納税者

に過度な負担を強いる「経費否認調査」をやめること。⇒申

告に非違が疑われる場合は十分な説明を求める。 

 〇強権的な調査では、納税者は任意調査であることを伝え

られていない。指導すべき。 

 〇留め置きした書類の返還を求めたが４時間半も拒否し 

 た。返還に応じると言って納税者１人を個室に連れていき 

 「調査が終わってないから返せない」と脅迫まがいの対 

 応。実態を調査すべき。 

 〇無予告で始まった会外（調査後に入会）の納税者への強

権的な税務調査について告発。お盆の予定があり日程変更

を求めたが朝８時から夜９時過ぎまで居座り、子ども部屋

まで侵入。署員の車に押し込めて尋問するなど強制捜査ま

がいの調査が行われた。該当の税務署が交渉の日程調整に

速やかに応じず、実態の調査と税務署への指導を求める請

願書を提出した（沖縄民商）。 

２、徴収行政に関わって 

①営業と暮らしの継続を脅かす強権的な徴収をやめること。

⇒個々の実情を聞き親切丁寧に対応する。 

３、税務行政のデジタル化推進、内部事務の効率化に関わっ

て 

①収受日付印の押印を今すぐ再開すること。⇒押印に代わっ

て申告書閲覧や開示請求がある。 

 〇南国税務署で簡易課税届出書の紛失があり、24 年に届け

出た控えで提出の証明ができた。この事例を教訓にして、

収受日付印を復活すべきだ。 

②申告書の控えを廃止しないこと。⇒コスト削減だ。事後の

確認は写しを納税者自身で作成できる。 

 〇申告書は求める納税者全員に送付してほしい⇒希望者に

は送付、配布する。複写の在庫がなくなった場合はコピー

で対応している。今後、「控え」が無くなるので「控用とし

てもう一枚」と要望があれば申告書を２枚渡す。⇒十分な

枚数を準備するよう求めた。 

＊その他 

〇税務署が午後３時で窓口を締め切っている。納税証明書の

発行を求めたら「オンライン申請を優先しているので直接

来た方は後回しだ」と言われた。納税者へのサービス低下

を是正せよ。 

〇業務センターによる誤った指導で、必要のない修正申告を

迫られる事案が複数発生している。安易な電話での指導が

増えていることから、センターの指導の是正を。 

〇業務センターが納税者に税額の修正など求められるのか⇒

業務センターが電話で行うのは「行政指導」で、確認を求め

ているもの。 

⇒「申告に対するお尋ね文書」などの行政指導の責任者は国

税局長。その他、法律上、税務署長が行うと定めている「加

算税の決定通知」など処分の通知は署長名で行っているも

の。（10月 9日、全商連に電話で回答有り） 
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